
大田市告示第１６６号 

 

大田市農業担い手関連県単独事業補助金交付要綱（令和２年大田市告示

第１２８号）の一部を次のように改正する。 

 

令和４年１０月２５日 

大田市長 楫 野 弘 和   

 

第２条各号を次のように改める。 

(１) 集落営農体制強化推進事業費補助金交付要綱（令和３年３月２６

日付け農第１４４６号。以下「集落営農交付要綱」という。） 

(２) 担い手経営発展支援事業費補助金交付要綱（令和３年５月６日付

け農第８６号。以下「担い手経営発展支援交付要綱」という。） 

(３) ハウス等整備事業費補助金交付要綱（令和３年４月１日付け産支

第７７３号。以下「ハウス等整備交付要綱」という。） 

(４) 多様な担い手確保・育成支援事業費補助金交付要綱（令和３年４

月１日付け２農総第１０４１号。以下「担い手確保・育成事業交付要

綱」という。） 

別表を次のように改める。 

別表（第３条関係） 

１ 集落営農交付要綱関係 

事業

区分 

事業内容 補助率 補助上限額 

広域

連携

組織

活動

支援 

広域連携の組織化・法人化や省力・

低コスト化、共同販売の取組に必要

な活動を支援 

１／２以内 補助上限額 

１，０００千

円／組織 



個別

集落

営農

法人

化支

援 

新規設立した集落営農法人の経営に

必要な活動を支援 

１／２以内 補助上限額 

１，０００千

円／組織 

（法人設立か

ら３年間の合

計額） 

推進

活動

支援 

地域農業再生協議会が、地域の実情

に応じた集落営農の組織化・法人化

、広域連携等に向けて取り組む活動

を支援 

１／２以内  

２ 担い手経営発展支援交付要綱関係 

事業

区分 

事業内容及び対象経費 補助率 補助上限額等 

自営

就農

開始

支援

事業 

（１） 機械等整備支援 

認定新規就農者（農業経営基盤強化

促進法（昭和５５年法律第６５号。

以下この表において「法」という。

）第１４条の４第１項に規定する青

年等就農計画の認定を受けた者をい

う。）又は認定農業者（法第１２条

第１項に規定する農業経営改善計画

の認定を受けた者をいう。）等が農

業経営を開始するにあたり必要な施

設等を整備するために要する次に掲

げる経費に対して助成 

ア 農業用機械又は施設の購入又は

設置に要する経費（ただし、ハウ

ス等整備交付要綱の対象となる農

業用ハウス（育苗ハウスを除く）

、畜産施設（牛舎、たい肥舎等）

、菌床きのこハウスを除く。） 

１／３以内（た

だし、農林水産

省の農地利用効

率化等支援交付

金（融資主体支

援タイプ、条件

不利地域支援タ

イプ）（令和４

年３月３１日付

け３経営第３１

５６号農林水産

事務次官通知）

による助成を受

けるものについ

ては、当該助成

額を減じた額と

する。） 

補助上限額 

１事業実施主

体当たり１０

，０００千円 

（経営継承に

係る経費に対

する助成にあ

っては２，０

００千円） 

 

下限事業費 

１機械等当た

り３００千円 



イ 素畜（繁殖雄牛は５歳齢未満の

ものに限る。）の導入に要する経

費（補助の対象及び額は別に定め

る。） 

ウ 果樹等の植栽に要する経費 

エ 排水改良、土壌改良その他作付

け条件等の生産基盤の整備に要す

る経費 

（２） 改良・改修支援 

経営承継者が、経営継承によって取

得した施設等の改良に要する経費に

対して助成 

ア 経営承継により取得した施設等

の改良（栽培品目変更のための改

修、換気扇の設置、被害防止装置

の設置、作業道の導入など生産性

、安全性、作業効率の増加に資す

ると見込まれるものをいう。）に

要する経費。ただし、修繕（交換

、補修、補強等をいう。）につい

ては対象としない。 

イ 経営承継により取得した果樹等

の改植に要する経費 

ウ 経営承継により取得した圃場等

の排水改良、土壌改良、その他作

付け条件等の生産基盤の改修等に

要する経費 



認定

農業

者機

械等

整備

支援

事業 

認定農業者等が、経営規模の拡大や

複合化、生産コストの低減等を目指

すために必要な機械等整備を支援（

ハウス等整備交付要綱の対象となる

農業用ハウス（育苗ハウスを除く。

）、畜産施設（牛舎、たい肥舎等）

、菌床きのこハウス及び小規模土地

基盤整備を除く。） 

１／３以内（た

だし、農林水産

省の農地利用効

率化等支援交付

金（融資主体支

援タイプ、条件

不利地域支援タ

イプ）（令和４

年３月３１日付

け３経営 第３１

５６号農林水産

事務次官通知）

による助成を受

けるものについ

ては、当該助成

額を減じた額と

する。） 

補助上限額 

１事業実施主

体当たり３，

３３３千円 

（設立１年未

満の法人経営

体で当該年度

に認定農業者

になることが

確実なもの（

集落営農法人

を除く。）は

８，０００千

円） 

 

下限事業費 

１機械等当た

り５００千円 

集落

営農

機械

等整

備支

援事

業 

（１） 広域連携組織活動支援 

広域連携の省力・低コスト化（米づ

くりに関するもの）及び共同販売（

米づくり以外のもの）の取組に要す

る機械等整備を支援 

（２） 個別集落営農法人化支援 

新規設立した集落営農法人の経営に

必要な機械等整備を支援。（ハウス

等整備交付要綱の対象となる農業用

ハウス（育苗ハウスを除く。）、畜

産施設（牛舎、たい肥舎等）、菌床

きのこハウス及び小規模基盤整備を

除く。） 

１／３以内 補助上限額 

１事業実施主

体当たり３，

３３３千円 

（設立１年未

満の法人かつ

認定農業者は

８，０００千

円） 

 

下限事業費 

１機械等当た

り５００千円 



地域

をけ

ん引

する

経営

体確

保対

策事

業 

「地域連携・産地づくり計画」の認

定を受けた者で、国庫補助事業の対

象とならない施設・機械整備を支援 

（１） 簡易な基盤整備 

（２） 生産等機械・施設 

（３） 加工用機械・施設 

（４） 雇用者の労働環境整備に

係る施設 

（５） その他、知事が認めるも

の 

１／３以内 補助上限額 

１事業実施主

体当たり５，

０００千円 

 

下限事業費 

１機械等当た

り５００千円 

自営

就農

志向

者受

入促

進事

業 

自営就農志向者が農業経営を開始す

るにあたり必要な研修を実施するた

めに要する次に掲げる経費に対する

助成 

（１） 施設・機械等の購入に要

する経費 

（２） 素畜（繁殖雄牛は５歳齢

未満のものに限る。）の導入に

要する経費（補助の対象及び額

は別に定める。） 

（３） 果樹等の植栽に要する経

費 

（４） 排水改良、土壌改良その

他作付け条件等の生産基盤の整

備に要する経費 

（５） 自営就農志向者の研修環

境の整備のための施設又は設備

の購入又は設置に要する経費 

１／３以内 補助上限額 

１事業実施主

体当たり２，

５００千円 

 

下限事業費 

１機械等当た

り３００千円 

 

・知事と島根

県担い手協定

制度について

担い手育成協

定を締結して

いること。 

３ ハウス等整備交付要綱関係 

事業区分 事業内容及び対象

経費 

補助率 補助対象事業費等 

農業用ハウス整備 認定新規就農者、 国庫補助事業活用 ・補助事業対象経



型 認定農業者等が整

備する農業用ハウ

ス及びその付帯設

備並びに果樹棚の

整備に要する経費

の一部を助成 

の補助対象事業費

の１／４ 

費は、事業実施主

体が課税事業者の

場合は、消費税相

当額を除く。 

・交付決定後１年

以内に美味しまね

認証又は国際水準

GAP を取得するこ

と。 

農業用ハウスリー

ス型 

リースする農業用

ハウス及びその付

帯設備並びに果樹

棚の整備に要する

経費の一部を助成 

国庫補助事業活用

の補助対象事業費

の１／４ 

・補助事業対象経

費は、事業実施主

体が課税事業者の

場合は、消費税相

当額を除く。 

 

・交付決定後１年

以内に美味しまね

認証又は国際水準

GAP を取得するこ

と。 

牛舎等整備型 認定新規就農者等

が整備する牛舎等

及びその付帯設備

の整備に要する経

費の一部を助成 

国庫補助事業活用

の補助対象事業費

の１／４ 

補助上限額 

１事業当たり５，

０００千円 

 

下限事業費 

１施設等当たり３

００千円 

 

・補助対象経費は

、事業実施主体が

課税事業者の場合

は、消費税相当額

を除く。 



牛舎等リース型 国庫補助事業を活

用して認定新規就

農者等にリースす

る牛舎等及びその

付帯設備の整備に

要する経費の一部

を助成 

補助対象経費の１

／４ 

補助上限額 

１事業等当たり７

，５００千円 

 

下限事業費 

１施設等当たり３

００千円 

 

補助対象経費は、

事業実施主体が課

税事業者の場合は

、消費税相当額を

除く。 

４ 担い手確保・育成事業交付要綱関係 

事業区分 事業内容及び対象

経費 

補助率 補助対象事業費等 

担い手不在集落解

消支援事業 

担い手不在集落の

組織化等支援 

担い手不在集落地

域における組織化

や農地を維持する

仕組みづくりに必

要な推進活動及び

機械整備を支援。 

１／３以内 推進活動 

上限事業費 

２００千円/組織 

 

機械整備 

上限事業費 

５，０００千円/

組織 

地域農業人材育成

支援事業 

半農半Ｘ字実践者

が県内での農業経

営を開始するため

に必要な機械施設

整備を支援 

１／３以内 上限事業費 

３，０００千円/

経営体 

 

附 則 

この告示は、令和４年１０月２５日から施行し、令和４年４月１日から

適用する。 


